
 

 

上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則をここに公布する。  

令和６年３月２８日  

                  上尾市長   畠  山   稔      

上尾市規則第２３号  

上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則  

上尾市会計年度任用職員の報酬等に関する条例施行規則（令和２年上尾市

規則第５０号）の一部を次のように改正する。  

第１８条第２項中「１００分の１３５」を「１００分の１２２．５」に改

め、「に、市長が別に定める割合を乗じて得た額」を削る。  

第２０条を次のように改める。  

（期末手当の不支給及び支給の一時差し止め）  

第２０条  期末手当の不支給及び支給の一時差し止めは、一般職の常勤職員

の例による。  

 第２１条第４項中「会計年度任用職員をいう。」の次に「第２１条の５第

４項において同じ。」を加える。  

第２１条の次に次の４条を加える。  

（勤勉手当）  

第２１条の２  勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条及び第２

１条の５第３項第１０号においてこれらの日を「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する会計年度任用職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間に

おける当該会計年度任用職員の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属す

る月の第８項各号に定める日に支給する。  

２  勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、次項に規定する会計年度任用職員

の勤務期間による割合（以下「期間率」という。）に第４項に規定する会

計年度任用職員の勤務成績による割合（以下「成績率」という。）を乗じ

て得た割合を乗じて得た額とする。この場合において、会計年度任用職員

に支給する勤勉手当の額の総額は、当該会計年度任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の１０２．５を乗じて得た額の総額を超えてはならない。  



 

３  前項の期間率は、基準日以前６箇月以内の期間における次の各号に掲げ

る会計年度任用職員の勤務期間の区分に応じて、当該各号に定める割合と

する。  

 (1) ６箇月  １００分の１００  

 (2) ５箇月１５日以上６箇月未満  １００分の９５  

 (3) ５箇月以上５箇月１５日未満  １００分の９０  

 (4) ４箇月１５日以上５箇月未満  １００分の８０  

 (5) ４箇月以上４箇月１５日未満  １００分の７０  

 (6) ３箇月１５日以上４箇月未満  １００分の６０  

 (7) ３箇月以上３箇月１５日未満  １００分の５０  

 (8) ２箇月１５日以上３箇月未満  １００分の４０  

 (9) ２箇月以上２箇月１５日未満  １００分の３０  

 (1 0 ) １箇月１５日以上２箇月未満  １００分の２０  

 (1 1 ) １箇月以上１箇月１５日未満  １００分の１５  

 (1 2 ) １５日以上１箇月未満  １００分の１０  

 (1 3 ) １５日未満  １００分の５  

 (1 4 ) 零  零  

４  第２項の成績率は、会計年度任用職員の職務について監督する地位にあ

る者による勤務成績の証明に基づき、当該会計年度任用職員が次の各号の

いずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範囲内において、任

命権者が定めるものとする。ただし、任命権者は、その所属の会計年度任

用職員が著しく少数であること等の事情により、第１号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、あらかじめ市長と協議し

て、別段の取扱いをすることができる。  

 (1) 勤務成績が優秀な職員  １００分の１０２．５を超え１００分の２０

５以下  

(2) 勤務成績が良好な職員  １００分の１０２．５以下  

(3) 勤務成績が良好でない職員  １００分の１０２．５未満  

５  前項の場合において、会計年度任用職員の成績率を同項第３号に該当す

るものとして定める場合には、当分の間、市長の定めるところによるもの

とする。  



 

６  第４項第１号に掲げる職員として成績率を定める者の数について基準と

なる割合は、市長が定める。  

７  第１８条第３項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用する。  

８  勤勉手当の支給日は、次の各号に掲げる基準日に応じて、当該各号に定

める日とする。  

(1) ６月１日  ６月２５日  

(2) １２月１日  １２月２５日  

９  第９条第４項の規定は、前項の勤勉手当の支給日について準用する。  

１０  第２項による勤勉手当の額に１円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てるものとする。  

（勤勉手当の支給の対象とならない職員）  

第２１条の３  第１９条の規定は、勤勉手当の支給の対象とならない会計年

度任用職員について準用する。  

（勤勉手当の不支給及び支給の一時差し止め）  

第２１条の４  勤勉手当の不支給及び支給の一時差し止めは、一般職の常勤

職員の例による。  

（勤勉手当に係る勤務期間）  

第２１条の５  第２１条の２第２項に規定する勤務期間は、会計年度任用職

員として在職した期間とする。  

２  第１９条第２項の規定は、前項の勤務期間について準用する。  

３  第１項の勤務期間の算定については、次の各号に掲げる期間を除算する。  

 (1) 無給休職者として在職した期間の全期間  

 (2) 刑事休職者として在職した期間の全期間  

 (3) 停職者として在職した期間の全期間  

 (4) 育児休業法第２条の規定により育児休業（第２１条第３項第４号ア及

びイに掲げる育児休業を除く。）をしている会計年度任用職員として在

職した期間  

 (5) 第１２条の規定により報酬等を減額された期間  

 (6) 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病又は労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項及び第３項に規定する通勤に

よる負傷若しくは疾病を除く。）により勤務しなかった期間から会計年



 

度任用職員勤務時間規則第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づ

く週休日並びに会計年度任用職員勤務時間規則第９条に規定する職員の

休日（次号において「週休日等」という。）を除いた日が３０日を超え

る場合には、その勤務しなかった全期間。ただし、市長が定める期間を

除く。  

(7) 会計年度任用職員勤務時間規則第１８条の規定による介護休暇の承認

を受けて勤務しなかった期間から週休日等を除いた日が３０日を超える

場合には、その勤務しなかった全期間  

(8) 会計年度任用職員勤務時間規則第１９条の規定による介護時間の承認

を受けて勤務しなかった期間が３０日を超える場合には、その勤務しな

かった全期間  

(9) 育児休業法第１９条第１項の規定による部分休業の承認を受けて勤務

しなかった期間が３０日を超える場合には、その勤務しなかった全期間  

 (1 0 ) 基準日以前６箇月の全期間にわたって勤務した日がない場合には、前

各号の規定にかかわらずその全期間  

４  公務疾病等による休職者であった期間については、前項の規定にかかわ

らず、除算は行わない。  

第２４条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。  

   附  則  

この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 


